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私
立
大
学
等
へ
の
補
助
金
に
関
す
る
会
計
検
査
院
報
告
に
関
す
る
質
問
主
意
書

平
成
二
十
四
年
六
月
に
会
計
検
査
院
が
公
表
し
た
会
計
検
査
報
告
の
う
ち
、
「
私
費
外
国
人
留
学
生
に
対
す
る
授
業
料
の
減

免
に
お
い
て
、
経
済
的
に
修
学
困
難
な
留
学
生
の
減
免
に
係
る
選
考
基
準
が
明
記
さ
れ
た
規
程
等
を
整
備
さ
せ
る
こ
と
な
ど
に

よ
り
、
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
（
授
業
料
減
免
特
別
補
助
）
の
交
付
が
制
度
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う

是
正
改
善
の
処
置
を
求
め
た
も
の
」
（
以
下
「
私
費
留
学
生
授
業
料
減
免
特
別
補
助
に
関
す
る
会
計
検
査
院
報
告
」
）
で
は
、

授
業
料
減
免
特
別
補
助
を
実
施
し
た
私
立
大
学
等
に
係
る
学
校
法
人
の
数
三
百
三
十
七
学
校
法
人
（
補
助
金
交
付
額
十
二
億
三

千
九
百
二
十
二
万
余
円
）
か
ら
調
査
対
象
に
選
定
し
た
二
十
五
学
校
法
人
（
補
助
金
交
付
額
二
億
八
千
七
百
六
十
九
万
余
円
）

の
う
ち
、
二
十
一
学
校
法
人
（
補
助
金
交
付
額
二
億
五
千
五
百
九
十
九
万
余
円
）
に
お
い
て
、
不
適
切
な
補
助
金
の
申
請
が
行

わ
れ
て
い
た
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
発
覚
率
は
、
実
に
、
法
人
数
ベ
ー
ス
で
約
八
十
四
％
、
交
付
額
ベ
ー
ス
で
約
八
十
九

％
と
い
う
、
驚
異
的
な
高
さ
で
あ
る
。
ま
た
、
平
成
十
五
年
度
か
ら
平
成
二
十
四
年
度
ま
で
の
会
計
検
査
報
告
で
は
、
日
本
私

立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
に
対
し
、
経
常
費
補
助
金
申
請
に
お
け
る
専
任
教
職
員
数
の
水
増
し
と
同
一
も
し
く
は
極
め
て
類

似
性
の
高
い
内
容
の
不
当
経
理
が
繰
り
返
し
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
数
は
十
年
間
の
合
計
で
四
十
以
上
の
学
校
法
人
に
及

び
、
金
額
ベ
ー
ス
で
も
総
額
三
億
円
を
超
え
て
い
る
。

一



こ
の
こ
と
を
踏
ま
え
、
以
下
、
質
問
す
る
。

一

不
当
、
不
適
切
と
の
指
摘
を
受
け
た
こ
れ
ら
の
補
助
金
、
す
な
わ
ち
国
民
の
税
金
は
、
そ
の
後
ど
の
よ
う
に
処
理
さ
れ
た

か
。

二

平
成
二
十
五
年
二
月
二
十
日
提
出
の
質
問
主
意
書
「
私
立
大
学
等
へ
の
補
助
金
に
関
す
る
質
問
主
意
書
」
に
お
け
る
、

「
五

会
計
検
査
院
に
よ
る
指
摘
を
含
む
不
当
、
不
正
な
経
理
に
つ
い
て

（
一
）

会
計
検
査
院
に
よ
り
、
大
学
等
へ
の
補
助
金
等
の
う
ち
、
研
究
者
で
は
な
く
学
校
法
人
が
行
っ
た
不
当
な
経
理

が
指
摘
さ
れ
る
例
が
あ
る
が
、
こ
う
し
た
学
校
法
人
に
よ
る
不
当
経
理
等
を
防
止
す
る
仕
組
み
へ
の
取
り
組
み
は

如
何
に
。

（
二
）

文
部
科
学
省
は
、
研
究
者
を
対
象
に
「
預
け
金
」
「
プ
ー
ル
金
」
を
含
む
公
的
研
究
費
の
不
適
切
な
経
理
に
関

す
る
調
査
（
平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
十
八
日
提
出
期
限
）
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
同
様
の
調
査
を
、

研
究
費
に
限
定
せ
ず
施
設
整
備
費
等
に
も
広
げ
、
学
校
法
人
お
よ
び
そ
の
会
を
構
成
す
る
理
事
、
事
務
職
員
等
に

対
し
て
も
行
う
必
要
は
な
い
の
か
。
」

の
質
問
に
対
し
て
、
答
弁
書
は
、

二



「
五
の
（
一
）
に
つ
い
て

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
会
計
検
査
院
に
よ
り
指
摘
さ
れ
た
事
項
に
つ
い
て
、
文
部
科
学
省
及
び
日
本
私
立
学
校
振
興
・

共
済
事
業
団
に
お
い
て
、
関
係
す
る
学
校
法
人
等
に
対
す
る
周
知
を
図
る
と
と
も
に
、
そ
の
適
正
な
事
務
の
実
施
を
促
し

て
い
る
。

五
の
（
二
）
及
び
六
に
つ
い
て

御
指
摘
の
取
組
は
、
御
指
摘
の
「
研
究
費
」
に
つ
い
て
は
、
不
適
切
な
経
理
に
係
る
事
案
が
依
然
と
し
て
生
じ
て
い
る

状
況
を
踏
ま
え
、
そ
の
不
正
使
用
を
防
止
す
る
た
め
に
行
っ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
一
方
、
御
指
摘
の
「
施
設
整
備
費

等
」
に
つ
い
て
は
、
御
指
摘
の
「
研
究
費
」
と
同
様
の
状
況
に
あ
る
と
は
考
え
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
は
、
御

指
摘
の
取
組
を
行
う
こ
と
は
考
え
て
お
ら
ず
、
・
・
・
」

旨
答
え
て
い
る
。
「
私
費
留
学
生
授
業
料
減
免
特
別
補
助
に
関
す
る
会
計
検
査
院
報
告
」
の
指
摘
し
た
、
不
適
切
な
補
助
金

申
請
の
事
実
を
踏
ま
え
て
も
、
こ
れ
ら
の
答
弁
に
は
変
わ
り
は
な
い
か
。

三

「
私
費
留
学
生
授
業
料
減
免
特
別
補
助
に
関
す
る
会
計
検
査
院
報
告
」
の
調
査
結
果
は
、
三
百
三
十
七
学
校
法
人
の
う
ち

高
々
二
十
五
学
校
法
人
を
選
定
し
て
行
っ
た
結
果
に
過
ぎ
ず
、
今
回
は
調
査
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
学
校
法
人
に
調
査
対
象

三



を
広
げ
て
再
調
査
し
た
場
合
、
さ
ら
に
不
適
切
な
補
助
金
申
請
が
発
覚
す
る
可
能
性
が
高
い
。
「
私
費
留
学
生
授
業
料
減
免

特
別
補
助
に
関
す
る
会
計
検
査
院
報
告
」
の
公
表
後
、
文
部
科
学
省
は
そ
う
し
た
再
調
査
を
行
っ
た
か
否
か
。
行
っ
て
い
な

い
場
合
、
そ
の
理
由
は
何
か
。

四

「
私
費
留
学
生
授
業
料
減
免
特
別
補
助
に
関
す
る
会
計
検
査
院
報
告
」
が
指
摘
し
た
事
実
は
、
学
校
法
人
が
補
助
金
申
請

に
あ
た
っ
て
、
本
来
、
前
も
っ
て
行
っ
て
お
く
べ
き
、
必
要
な
内
部
規
則
の
制
定
を
十
二
分
に
行
っ
て
い
な
か
っ
た
と
い
う

点
に
お
い
て
、
管
理
運
営
に
適
正
さ
を
欠
く
補
助
金
申
請
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
平
成
二
十
五
年
十
一
月
二
十
九
日
提
出

の
質
問
主
意
書
「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
、
私
立
大
学
の
公
共
性
、
内
部
統
制
な
ら
び
に
補
助
金
に
関
す
る
質
問

主
意
書
」
に
お
い
て
、

「
三

（
中
略
）

（
二
）

そ
う
し
た
内
部
統
制
を
実
効
あ
ら
し
め
る
た
め
、
私
立
大
学
等
で
は
学
内
規
則
を
整
備
し
、
理
事
等
や
学
長
を

含
め
た
、
す
べ
て
の
関
係
者
が
そ
れ
を
遵
守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
る
が
、
い
か
が
か
。
・
・
・
」

の
質
問
に
対
し
て
、
答
弁
書
は
、

「
学
校
法
人
に
お
い
て
は
、
必
要
な
学
内
諸
規
程
の
整
備
を
図
る
と
と
も
に
、
当
該
学
校
法
人
の
役
員
及
び
教
職
員
等
は
当

四



該
規
程
を
遵
守
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、
当
該
規
程
へ
の
違
反
を
含
め
、
そ
の
管
理
運
営
が
適
正
さ
を

欠
く
と
の
事
実
が
確
認
さ
れ
た
学
校
法
人
に
対
し
て
は
、
指
導
を
行
う
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
て
私
立
大
学
等
経
常
費

補
助
金
を
減
額
し
て
交
付
し
、
又
は
交
付
し
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
。
」

旨
答
え
て
い
る
。
い
う
ま
で
も
な
く
、
私
立
大
学
等
へ
の
補
助
金
は
国
民
の
税
金
で
あ
り
、
正
し
く
交
付
さ
れ
、
使
用
さ
れ

て
い
る
か
は
常
に
厳
し
く
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
が
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
よ
り
、
消
費
税
率
が
五
％
か

ら
八
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
国
民
の
税
負
担
が
増
し
て
い
る
こ
と
を
受
け
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
、
私
立
大
学
の
補
助
金
へ
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
厳
格
化
さ
せ
る
必
要
は
な
い
か
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
、
「
私
費
留
学
生
授
業
料
減
免
特
別
補
助
に
関
す

る
会
計
検
査
院
報
告
」
を
は
じ
め
と
し
た
一
連
の
会
計
検
査
院
報
告
を
受
け
て
、
今
後
、
文
部
科
学
省
や
日
本
私
立
学
校
振

興
・
共
済
事
業
団
の
調
査
活
動
を
拡
充
し
、
ま
た
そ
の
た
め
の
機
能
を
強
化
す
る
必
要
は
な
い
か
。

右
質
問
す
る
。

五


